
― 1 ―

(証券コード：6773)
平成28年６月６日

株 主 各 位
　

東京都文京区本駒込２丁目28番８号
文京グリーンコート

（本店所在地：神奈川県川崎市幸区新小倉１番１号）

代表取締役 兼
社長執行役員 小 谷 進

　

第70回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第70回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご
出席下さいますようお願い申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等により
議決権を行使することができますので、後記の株主総会参考書類をご検討
下さいまして、次頁および41頁のご案内に従って議決権を行使いただきま
すようお願い申しあげます。

敬 具
記

　

１. 日 時 平成28年６月28日（火曜日）午前10時（午前９時開場）
２. 場 所 東京都目黒区下目黒１丁目８番１号

目黒雅叙園 ２階 舞扇
（後記「ご案内図」をご参照下さい。）

３. 目的事項
報告事項 第70期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

事業報告、計算書類、連結計算書類ならびに会計監査人
および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 補欠監査役２名選任の件

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出下さいますようお願い申しあげます。
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４. 書面またはインターネット等による議決権行使のご案内

(1) 当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決

権をご行使下さい。

【書面の郵送による議決権の行使】

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、平成

28年６月27日（月曜日）午後５時までに到着するようご返送下さ

い。

【インターネット等による議決権の行使】

41頁の「インターネット等による議決権行使のお手続きについ

て」をご参照の上、平成28年６月27日（月曜日）午後５時までに

議案に対する賛否をご登録下さい。

(2) 書面およびインターネット等による議決権行使が重複してなされ

た場合の取扱い

　書面およびインターネット等により重複して議決権を行使された

場合は、インターネット等により行使された内容を有効として取り

扱わせていただきます。

(3) インターネット等による議決権行使が重複してなされた場合の取

扱い

　インターネット等により複数回にわたって議決権を行使された場

合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

　

５. その他本招集ご通知に関する事項

(1) 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表および

個別注記表につきましては、法令および当社定款第16条の規定に

基づき、当社ウェブサイト（http://pioneer.jp/ir/）に掲載し

ておりますので、本招集ご通知には添付いたしておりません。従

って、本招集ご通知の添付書類に記載されている連結計算書類お

よび計算書類は、監査役および会計監査人が監査報告を作成する

に際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部です。

(2)「添付書類」および「株主総会参考書類」の内容を修正する必要

が生じた場合は、当社ウェブサイト（http://pioneer.jp/ir/）

に掲載させていただきます。

以 上
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(添付書類)
事 業 報 告

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

１．当社グループの現況に関する事項
(1) 主要な事業内容
　当社グループはカーエレクトロニクス製品の製造・販売を主要な事業
とし、かつこれに付帯または関連する事業を営んでおります。
　各事業における主要製品等および売上高構成比率は次のとおりです。
　なお、前期にホームＡＶ事業、電話機事業、ヘッドホン関連事業およ
びＤＪ機器事業を譲渡したことに伴い、当期からセグメント事業区分を
「カーエレクトロニクス」および「その他」に変更しております。前期
の金額についても、変更後の区分方法に基づいて組替表示しています。

事 業 区 分 主 要 製 品 等
当期売上高
構 成 比 率
(前期)

カーエレクトロニクス
カーナビゲーションシステム、
カーステレオ、カーＡＶシステ
ム、カースピーカー

78.1％
(70.9％)

そ の 他

ブルーレイディスクドライブ、
ＤＶＤドライブ、ＣＡＴＶ関連
機器、ＦＡ機器、地図ソフト、
電子部品、スピーカーユニッ
ト、有機ＥＬディスプレイ、Ｅ
ＭＳ（電子機器受託製造サービ
ス）、ＤＪ機器（生産・販売受
託）、ホームＡＶ（生産・販売
受託）

21.9％
(29.1％)
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(2) 事業の経過および成果ならびに対処すべき課題
　①事業の経過および成果
　〈事業区分別売上高〉

事 業 区 分
第 69 期
(百万円)

第 70 期
(百万円)

前 期 比

国 内 131,347 128,912 98.1％

海 外 224,244 222,381 99.2％

カーエレクトロニクス 355,591 351,293 98.8％

国 内 61,733 52,958 85.8％

海 外 84,352 45,379 53.8％

そ の 他 146,085 98,337 67.3％

国 内 193,080 181,870 94.2％

海 外 308,596 267,760 86.8％

売 上 高 計 501,676 449,630 89.6％

　当期における連結売上高は、ＯＥＭカーオーディオは増収となりまし
たが、前期に実施したホームＡＶおよびＤＪ機器の事業譲渡の影響に加
え、市販カーオーディオが主に新興国で減少したことから、前期に比べ
10.4％減収の449,630百万円となりました。
　営業利益は、事業譲渡および体制のスリム化の効果により販売費及び
一般管理費は減少しましたが、減価償却費の増加等による原価率の悪化
や、売上高の減少による売上総利益の減少により、前期に比べ6.1％減
益の7,304百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利
益は、前期に計上した為替差損が当期は為替差益に転じましたが、前期
にＤＪ機器事業の譲渡に伴う事業譲渡益48,415百万円を計上したことな
どにより、前期に比べ95.0％減益の731百万円となりました。
　当期の平均為替レートは、対米ドルは前期に比べ8.5％円安の１米ド
ル＝120円14銭、対ユーロは前期に比べ4.7％円高の１ユーロ＝132円58
銭となりました。
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　以下、事業別の状況につき、ご報告申しあげます。

　カーエレクトロニクスの売上は、前期に比べ1.2％減収の351,293百万
円となりました。
　カーオーディオは減収となりました。市販市場向けは、主に新興国で
減少したことから減収となりました。ＯＥＭは、主に国内や北米で増加
したことから増収となりました。
　カーナビゲーションシステムは増収となりました。市販市場向けは、
国内は減少しましたが、中国で増加したことから増収となりました。
ＯＥＭは、国内や北米で減少しましたが、東南アジアや中国で増加した
ことから増収となりました。
　なお、カーエレクトロニクス全体の売上高に占めるＯＥＭの売上構成
比は、前期の57％から61％となりました。
　営業利益は、販売費及び一般管理費の減少はありましたが、原価率が
減価償却費の増加や為替の影響等により悪化したことに加え、売上が減
少したことにより、前期に比べ36.0％減益の7,032百万円となりました。

　その他の売上は、前期に実施した事業譲渡の影響などから、前期に比
べ32.7％減収の98,337百万円となりました。
　営業損益は、販売費及び一般管理費の減少等により、前期の2,388百
万円の損失から1,405百万円の利益となりました。

　
(注) 各事業の営業損益は、事業セグメント間取引消去前の金額を表しております。

　以上のとおり、当期においては、当期純利益を計上することができま
したが、当期の期末配当につきましては、財務状況等を勘案し、遺憾な
がら、引き続き無配とさせていただきました。株主の皆様には、誠に申
し訳なく深くお詫び申しあげますとともに、何とぞご了承賜りますよう
お願い申しあげます。

　
　②対処すべき課題
　当社を取り巻く事業環境につきまして、自動車産業は、長期的には新
興国を中心に継続した成長が見込まれております。また、カーエレクト
ロニクス業界におきましては、自動車の顧客ニーズが多様化する中、先
進国を中心に車載機器に情報通信端末の機能を持たせるコネクテッド化
や、自動運転の実現に向けた取り組みが加速するなど、大きな変革局面
を迎えております。
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　当社は、このカーエレクトロニクス業界の大きな変化を、将来の成長
のための絶好の機会と捉え、車室空間における快適、感動、安心・安全
を創出する『総合インフォテインメント』のリーディングカンパニーを
目指しております。
　その実現に向け、カーエレクトロニクス事業においては、収益基盤の
強化に向け、ＡＶ製品およびナビゲーションシステムの一体開発等によ
る開発効率の向上や開発等のコスト低減を図るとともに、市販事業、
ＯＥＭ事業、地図事業・自動運転関連を柱として成長戦略に取り組んで
まいります。
　市販事業では、売上の維持拡大に向け、車室内のエンタテインメント
やスマートフォン連携等の新価値提案の新製品を導入するほか、自動車
保険向けサービスや、法人車両向けサービス“ビークルアシスト”な
ど、クラウドを活用した新たな業務用ビジネスを強化してまいります。
新興国においては、地域特性に合った新製品の導入等、普及価格帯製品
の強化により売上の拡大を目指してまいります。
　ＯＥＭ事業では、既存顧客からの大規模受注に対応するため、事業プ
ロセス全体の最適化に向けた取り組みを進めてまいります。さらに、新
規受注の獲得に向けて、顧客ニーズを先取りした製品開発・設計により
開発の効率化を進めるなど、収益性の改善に取り組んでまいります。
　地図事業・自動運転関連では、国内における高精度地図データへの取
り組みを進めるとともに、アセアン地域への地図事業の拡大を図ってま
いります。また、自動運転の実現に向け、３次元走行空間センサー
「３D-LiDAR（ライダー）」や、高度化地図による「データエコシス
テム」の開発に取り組み、『自動運転の実現になくてはならない会社』
を目指してまいります。
　さらに、新規事業では、医療・健康機器関連事業と有機ＥＬ照明事業
の効率的な育成を図ってまいります。

　以上、今期は、カーエレクトロニクスの将来の成長に向けた先行投資
を行う一方、市販事業において着実に収益を確保し、さらに自動運転の
実現のための施策にも全力で取り組んでまいります。株主の皆様におか
れましては、今後ともご理解とご支援のほど、よろしくお願い申しあげ
ます。
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(3) 環境活動の状況
　当社は、事業を継続する上で果たすべき社会的責任を認識し、環境保
護の促進や積極的な情報開示などを通じて、ステークホルダーと共に持
続可能な社会の実現を目指しております。
　具体的な取り組みとしましては、地球温暖化防止に向け、ライフサイ
クルアセスメントを実施しております。ライフサイクルアセスメントと
は、原材料や部品の調達から、製品の生産、使用、廃棄、リサイクルま
で、製品のライフサイクルにおける各ステージでの環境影響を、ＣＯ２

排出量として定量化、可視化する手法です。その結果はホームページ上
で公表しております。
　当社は今後とも、ライフサイクルアセスメントを通じて、製品の環境
性能の効果的で効率的な改善を推進してまいります。

　
(4) 設備投資の状況

事 業 区 分 金 額 前 期 比

カーエレクトロニクス 20,444百万円 75.1％

そ の 他 3,905百万円 83.0％

全 社 1,077百万円 163.4％

合 計 25,426百万円 78.0％

(注) 上記の金額は、連結貸借対照表に計上した有形固定資産および無形固定資産の増加額を表
しております。

　当期における設備投資の主なものは、製品組込ソフトウェア、金型お
よび生産設備です。

　
(5) 資金調達の状況
　当社は、平成27年12月18日、持続的な成長および企業価値の向上を図
るため、転換社債型新株予約権付社債15,075百万円（額面 15,000百万
円）を発行いたしました。
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(6) 財産および損益の状況の推移（連結）

期 別
区 分

第 67 期
　

第 68 期
　

第 69 期
　

第 70 期
(当 期)

(平成24.4.1～
平成25.3.31)

(平成25.4.1～
平成26.3.31)

(平成26.4.1～
平成27.3.31)

(平成27.4.1～
平成28.3.31)

売 上 高
451,841 498,051 501,676 449,630

(百万円)
営 業 利 益

5,997 11,169 7,778 7,304
(百万円)

経 常 利 益 ( △ 損 失 )
812 5,111 △2,915 7,250

(百万円)
親会社株主に帰属する当期純利益

△19,552 531 14,632 731
(△損失) (百万円)
１株当たり当期純利益

△60.90 1.49 39.85 1.99
(△損失) (円)
総 資 産

311,325 327,913 328,277 298,012
(百万円)

純 資 産
81,576 77,816 107,066 90,486

(百万円)
１ 株 当 た り 純 資 産

237.97 197.33 277.05 233.32
(円)

(注) 1. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用
し、当期より、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としておりま
す。

2. 第69期は、ＤＪ機器事業の譲渡等による特別利益を計上したことにより、親会社株主
に帰属する当期純利益が大幅に増加しております。
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(7) 重要な子会社および企業結合等
　①重要な子会社の状況

会 社 名
(所在地)

資 本 金
(出資比率)

主要な事業内容

東北パイオニア株式会社
(山形県)

10,800百万円
(100％)

カーエレクトロニクス製
品等の製造

パイオニア ノース アメリカ Inc.
(米国)

124,807千米ドル
(100％)

北米現地法人の統括管理

パイオニア ヨーロッパ NV
(ベルギー)

39,892千ユーロ
(100％ ＊)

欧州現地法人の統括管理
および当社製品の販売

パイオニア エレクトロニクス
アジアセンター Pte. Ltd.

(シンガポール)

28,055千米ドル
(100％)

東南アジア・南アジア現
地法人の統括管理および
当社製品の製造・販売

先鋒電子(中国)投資有限公司
(中国)

644,362千元
(100％)

中国現地法人の統括管理
および当社製品の販売

パイオニア ド ブラジル Ltda.
(ブラジル)

32,407千レアル
(100％)

南米現地法人の統括管理
およびカーエレクトロニ
クス製品の製造・販売

(注) 1. 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
2. ＊印は当社が69.5％所有し、当社の子会社が30.5％所有しております。

　
　②企業結合等の状況

該当するものはありません。
　
(8) 主要な事業所等（平成28年３月31日現在）
　①パイオニア株式会社（当社）
　本 社 (東京都)
　川越事業所 (埼玉県)

　
(注) 平成28年３月７日をもって本社を神奈川県川崎市から東京都文京区に移転いたしました。

　②主要な販売および生産子会社
　〈販売子会社〉
　パイオニア販売株式会社 (東京都)
　パイオニア エレクトロニクス (ＵＳＡ) Inc. (米国)

パイオニア エレクトロニクス デ メキシコ S.A. de C.V.(メキシコ)
　パイオニア ヨーロッパ NV (ベルギー)
　先鋒電子(中国)投資有限公司 (中国)
　パイオニア インターナショナル ラテン アメリカ S.A. (パナマ)
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　〈生産子会社〉
東北パイオニア株式会社 (山形県)
パイオニア マニュファクチャリング（タイランド）Co., Ltd.(タイ)
先鋒高科技（上海）有限公司 (中国)
先鋒高科技（東莞）有限公司 (中国)
パイオニア ド ブラジル Ltda. (ブラジル)
パイオニア テクノロジー（マレーシア）Sdn. Bhd. (マレーシア)

　
(9) 従業員の状況（平成28年３月31日現在）

事 業 区 分 従 業 員 数 対前期末増減

カーエレクトロニクス 11,637名 1,201名減

そ の 他 4,691名 1,057名減

全 社 718名 100名減

合 計 17,046名 2,358名減

(注) 上記の従業員数には、短期（１年未満）契約社員および派遣・請負社員を含んでおりま
せん。

　
(10) 主要な借入先（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャー 兼
エージェントとするシンジケートローン

　 10,000百万円
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２．株式に関する事項（平成28年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数
　 800,000,000株

(2) 発行済株式総数
　 372,223,436株
　

(注) 発行済株式総数には自己株式5,029,993株を含んでおります。

(3) 株主総数
　 44,528名（前期末比 5,686名減）

(4) 所有者別分布状況

区 分 株 主 数 持 株 数 持 株 比 率

金 融 機 関 33名 90,910千株 24.42％

証 券 会 社 64名 13,273千株 3.57％

そ の 他 の 法 人 281名 59,866千株 16.08％

外 国 法 人 等 340名 125,767千株 33.79％

個 人 ・ そ の 他 43,810名 82,405千株 22.14％

合 計 44,528名 372,223千株 100.00％

(注) 1. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 持株比率は期末現在の発行済株式総数に対する比率です。
3. 個人・その他には自己株式5,029千株（持株比率1.35％）を含んでおります。
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(5) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

三菱電機株式会社 27,886千株 　7.59％

株式会社ＮＴＴドコモ 25,773千株 　7.01％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

20,340千株 　5.53％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口)

19,894千株 　5.41％

オアシス インベストメンツ ツー マスター
ファンド エルティーディー

18,150千株 4.94％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口９）

8,649千株 2.35％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 6,490千株 　1.76％

ステート ストリート バンク アンド
トラスト カンパニー ５０５００１

6,395千株 　1.74％

ザ バンク オブ ニューヨーク １３３５２２ 4,789千株 　1.30％

エスアイエックス エスアイエス
エルティーディー

4,672千株 　1.27％

(注) 1. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 持株比率は期末現在の発行済株式総数から自己株式数を控除して算出し、小数点第３

位以下を切り捨てて表示しております。
3. 当社は、自己株式を5,029千株所有しておりますが、上記大株主には含めておりません。

３．新株予約権等に関する事項（平成28年３月31日現在）
第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成27年12月18日発行）

新 株 予 約 権 の 数 150個

転 換 価 額 456円

新株予約権の行使期間 平成27年12月25日～平成32年12月11日

新株予約権の目的となる
株式の種類および数

普通株式 32,894,736株
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４．役員に関する事項
(1) 取締役、監査役および執行役員
　①取締役および監査役

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 小 谷 進

代 表 取 締 役 岡 安 秀 喜

代 表 取 締 役 小 野 幹 夫
〈重要な兼職の状況〉
オンキヨー株式会社 社外取締役

取 締 役 川 尻 邦 夫

取 締 役 川 村 雅 弘

取 締 役 仲 野 隆 茂

取 締 役 谷 関 政 廣

取 締 役 佐 藤 俊 一
〈重要な兼職の状況〉
株式会社ナカノフドー建設 社外監査役

常 勤 監 査 役 下 田 幹 雄

監 査 役 錦 戸 景 一

弁護士
〈重要な兼職の状況〉
光和総合法律事務所 パートナー
サイボー株式会社 社外監査役

監 査 役 若 松 弘 之

公認会計士
税理士
〈重要な兼職の状況〉
公認会計士若松弘之事務所 代表
株式会社ウィザス 社外監査役
株式会社ミクシィ 社外監査役

(注) 1. 谷関政廣および佐藤俊一は、社外取締役であり、また、東京証券取引所が定める要件
を満たす独立役員です。

2. 錦戸景一および若松弘之は、社外監査役であり、また、東京証券取引所が定める要件
を満たす独立役員です。

3. 若松弘之は、公認会計士であり、財務および会計に関する相当程度の知見を有してお
ります。
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　②執行役員
　

地 位 氏 名 担 当

＊社長執行役員 小 谷 進

＊専務執行役員 岡 安 秀 喜 関連事業部長 兼 法務･リスク管理部
・監査部担当・輸出管理統括

＊専務執行役員 小 野 幹 夫
新規事業部長 兼 経営改革・事業競争
力強化戦略担当

常務執行役員 猪 鼻 治 行 環境・品質保証部担当

＊常務執行役員 川 尻 邦 夫 経理部・財務部担当

＊常務執行役員 川 村 雅 弘 経営戦略部長 兼 知的財務部担当

＊常務執行役員 仲 野 隆 茂 カーエレクトロニクス事業担当

常務執行役員 齋 藤 春 光 経営管理部長

常務執行役員 加 瀬 政 雄 調達部担当

常務執行役員 森 谷 浩 一 人事部・総務部・情報システム部担当

常務執行役員 大 舘 諭
市販事業部長 兼 パイオニア販売株式
会社担当

執 行 役 員 釣 谷 郁 夫 商品統括部長

執 行 役 員 丸 山 実 生産統括部長

執 行 役 員 北村 以知雄
ＯＥＭ事業部長 兼 ＯＥＭ事業部プロ
ジェクトオーナー部長

執 行 役 員 高 島 直 人 スピーカー事業担当

(注) ＊印を付した執行役員は、取締役を兼務しております。

　
(2) 取締役および監査役の報酬等
　①当期に係る取締役および監査役の報酬等の額
　 取締役８名 210百万円
　 監査役４名 36百万円
　
　

(注) 1. 上記には、平成27年６月25日開催の定時株主総会の終結の時をもって退任した監査
役１名を含んでおります。

2. 上記のうち、社外取締役および社外監査役に対する報酬等の額は、５名30百万円で
す。
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　②取締役および監査役の報酬等の決定方針等
　当社は、取締役会の諮問機関として、取締役および執行役員の報酬・
処遇に関する方針・制度および個別の評価・報酬額に関する事項を審議
する「報酬委員会」を設置しております。
　取締役の報酬等については、「報酬委員会」で確認された以下の「役
員報酬制度の考え方に関する方針」に従い、適正に決定されておりま
す。

・役員の処遇（報酬・賞与等のいわゆる報酬制度）は、株主の利益
と相反しないものであること

・報酬等の水準は、連結業績（実績および見通し）に照らして矛盾
のないものであること

・個々の報酬等は「役割・責任」に対応し、かつ担当業務（執行責
任業務）の「成果・業績・貢献度」が適切に反映される制度であ
ること

　なお、取締役および監査役の報酬等の額は、平成10年６月26日開催の
定時株主総会において承認された報酬額の範囲内（取締役につき年額９
億円以内、監査役につき年額１億円以内）で、取締役については「報酬
委員会」の審議結果に基づき決定されております。また、監査役につい
ては監査役の協議により適正に決定されております。

　
(3) 社外役員に関する事項
　①社外取締役 谷関政廣

ア 重要な兼職先と当社との関係
　該当するものはありません。

イ 当社の特定関係事業者（子会社・関連会社・主要な取引先）との関係
　該当するものはありません。

ウ 当期中の主な活動状況
　当期中に開催した取締役会９回の全回に出席し、企業経営者と
しての豊富な経験と高い見識に基づいて、客観的な視点から適宜
必要な発言を行っております。

　
　②社外取締役 佐藤俊一

ア 重要な兼職先と当社との関係
　株式会社ナカノフドー建設と当社との間に特段の関係はありま
せん。

イ 当社の特定関係事業者（子会社・関連会社・主要な取引先）との関係
　該当するものはありません。

ウ 当期中の主な活動状況
　当期中に開催した取締役会９回のうち７回に出席し、外交官と
しての豊富な経験と高い見識に基づいて、客観的な視点から適宜
必要な発言を行っております。
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　③社外監査役 錦戸景一

ア 重要な兼職先と当社との関係
　光和総合法律事務所およびサイボー株式会社と当社との間に特
段の関係はありません。

イ 当社の特定関係事業者（子会社・関連会社・主要な取引先）との関係
　該当するものはありません。

ウ 当期中の主な活動状況
　当期中に開催した取締役会９回の全回および監査役会14回の全
回に出席し、法律の専門家としての豊富な経験と高い見識に基づ
いて、客観的な視点から適宜必要な発言を行っております。

　
　④社外監査役 若松弘之

ア 重要な兼職先と当社との関係
　公認会計士若松弘之事務所、株式会社ウィザスおよび株式会社
ミクシィと当社との間に特段の関係はありません。

イ 当社の特定関係事業者（子会社・関連会社・主要な取引先）との関係
　該当するものはありません。

ウ 当期中の主な活動状況
　平成27年６月25日開催の定時株主総会において新たに選任され
た後、当期中に開催した取締役会７回の全回および監査役会11回
の全回に出席し、財務および会計の専門家としての豊富な経験と
高い見識に基づいて、客観的な視点から適宜必要な発言を行って
おります。

　
(4) 責任限定契約の内容
　当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定によ
り、同法第423条第１項に定める責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額としておりま
す。
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５．会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称
　 有限責任監査法人トーマツ

(2) 当期に係る会計監査人の報酬等の額
　①当期に係る会計監査人としての報酬等の額
　 114百万円
　

(注) 会社法に基づく監査、金融商品取引法に基づく監査および英文連結財務諸表の監査
に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額
にはこれらの合計額を記載しております。

　②当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　 143百万円
　

(注) 当社の海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受け
ております。

(3) 当期に係る会計監査人の報酬等の額に監査役会が同意した理由
　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務の遂行状
況および報酬見積りの算定根拠等を確認し、検討した結果、会計監査人
の報酬等の額について同意を行っております。

(4) 会計監査人に対して委託している非監査業務の内容
　該当するものはありません。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該
当し、解任が相当と認められる場合には、監査役全員の同意に基づき会
計監査人を解任いたします。また、監査役会は、会計監査人が会計監査
を適切に遂行することが困難であると認められる場合には、株主総会に
提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いた
します。

　
(6) 責任限定契約の内容
　当社は、会計監査人と責任限定契約を結んでおりません。
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６. 業務の適正を確保するための体制
　会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条に基づき、
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制その他当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要な体制は、以下のとおり行うこととしております。

　
　〔基本方針〕
　パイオニアグループでは、企業理念「より多くの人と、感動を」を共
有するために、「企業ビジョン体系」を定め、これを実現するための根
本規則として「パイオニアグループ企業行動憲章」を定めております。
　この「パイオニアグループ企業行動憲章」に沿って、当社グループに
働く者が遵守すべき事項として「パイオニアグループ行動規範」を定
め、当社グループの役員および従業員は、この行動規範を基に、企業の
社会的責任を深く自覚し、自らの職責に従って誠実に行動することとし
ております。
　パイオニアグループの全てが遵守すべき基本的な事項を定めた共通の
ルールブックとして、「パイオニアグループ企業行動憲章」を頂点とす
る「パイオニアグループ規程」を広く定め、これに基づいて連結ベース
での経営管理体制の確立を図ります。

　
(1) 取締役および使用人の職務執行の法令・定款適合性を確保するため

の体制
　経営方針等の最重要事項に関する意思決定機関および監督機関として
の取締役会、業務執行機関としての代表取締役、監査機関としての監査
役会という経営機関制度により、取締役の職務執行の法令および定款へ
の適合性を確保しております。また、独立性の高い複数の社外取締役を
選任することにより、業務執行に関する取締役会の監督機能を強化して
おります。
　コンプライアンスに関しては、「パイオニアグループ企業行動憲章」
および「パイオニアグループ行動規範」を、当社グループの役員および
従業員の業務における判断・行動の基準としております。また、当社グ
ループの役員および従業員の法令遵守、ならびに「パイオニアグループ
行動規範」の徹底を図るため、「ビジネス・エシックス基本規程」に基
づき、社外取締役を委員長とする「ビジネス・エシックス委員会」を設
置しております。また、通常の報告経路から独立した社内通報制度とし
て「ビジネス・エシックス・ホットライン」を設け、「パイオニアグル
ープ行動規範」に反する行為に関しては、これによる通報に真摯に対応
しております。「ビジネス・エシックス・ホットライン」による通報は、
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「ビジネス・エシックス委員会」と監査役会に同時に報告される制度と
し、また、通報者が通報したことを理由として不利益な取り扱いを受け
ないよう適切な運営を図っております。
　内部監査に関しては、「連結内部監査基本規程」に基づき、監査部が
業務運営の状況を監査し、合法性および社内規則の遵守状況を確認して
おります。
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力の排除に関して
は、「パイオニアグループ企業行動憲章」で定める、社会的正義を尊重
した公正な企業活動を推進するという精神に則り、「パイオニアグルー
プ行動規範」により、組織的かつ毅然とした対応を行うこととしており
ます。また、「反社会的勢力対応基本規程」を定めるとともに、対応を
統括する部門を定め、外部専門機関との連携や、当社グループにおける
情報の共有、対応に関する指導、連絡の徹底を行うなど、体制を強化し
ております。

　
(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存・管理に関する体制
　取締役の業務執行に係る情報については、「情報セキュリティ管理基
本規程」等の社内規程に基づき、適切に管理しております。また、これ
らの情報の保存・管理状況については、監査部が定期的に確認しており
ます。
　取締役会の議事については、法令に従い取締役会議事録を作成し、10
年間本店に備え置いております。また、取締役会の意思決定機能を強化
するため、後述のとおり「経営執行会議」を設置しておりますが、その
議事については議事録を作成し、取締役会議事録に準じ10年間保管して
おります。
　経営情報の適切な開示と財務報告の適正性の確保に関しては、「情報
開示基本規程」および「連結決算基本規程」を定め、情報管理体制の強
化を図っております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループの事業活動に伴うリスクについて、その管理体制の充
実・強化を推進するために、「内部統制システム基本規程」に基づき、
当社代表取締役を委員長とする「内部統制委員会」を設置し、リスクの
把握と危機の未然防止策について整備を図っております。重要なリスク
については、「パイオニアグループ規程」の中で対応方針を定め、組織
的な管理を行っております。
　また、危機発生時における適切な対応を図るため「危機管理基本規
程」を定めております。これに基づき、当社代表取締役を委員長とする
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「ＥＭ委員会」を常設の組織として置き、危機管理に関する教育・啓発
を行うとともに、当社グループの組織毎に担当責任者を配置して、危機
発生時における対応と事態解決を行っております。危機管理における当
社グループ各組織の役割および危機発生に対する対応手順等について
は、「危機管理マニュアル」において定めております。
　グループ各社における重要事項の意思決定については、「グループ会
社権限基本規程」に基づき、権限と責任の所在および承認の手段を明確
化し、損失の未然防止を図っております。
　「連結内部監査基本規程」に基づき、監査部がグループ各社につい
て、組織毎にリスク管理状況および危機発生時における対策の確認を行
っております。

　
(4) 取締役の職務執行の効率性を確保するための体制
　当社は、「執行役員制度」および執行役員への委嘱業務を明らかにす
ることにより、権限委譲による事業運営の迅速化とともに、経営責任の
所在の明確化を図っております。
　取締役会の意思決定機能を強化するため、執行役員の中から取締役会
が指名したメンバーで構成される「経営執行会議」を原則として月２回
開催しております。グループ全体の重要な経営課題に関しては、「経営
執行会議」で十分な議論を行い、これらを決定し、あるいは取締役会が
決定権を持つと定めた事項の場合は、取締役会への答申を行うこととし
ております。
　また、「グループ会社権限基本規程」により、グループ各社における
重要事項の意思決定につき、権限と責任の所在および承認の手段を明確
化することで、取締役会の意思決定の迅速化および職務執行の効率化を
図っております。
　さらに、株主による選任の機会を増やすことで、取締役の責任を明確
にして経営環境の変化に迅速に対応できるよう、取締役の任期を法定の
２年から１年に短縮しております。

　
(5) 当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための

体制
　当社グループ全体の業務の適正を確保するため、「パイオニアグルー
プ規程」を定め、グループ各社はこれを遵守することとしております。
　グループ各社における重要事項に関しては、「グループ会社権限基本
規程」に基づき「経営執行会議」で十分な議論を経て決定することと
し、権限と責任の所在を明確にした上で、意思決定の迅速化ならびにグ
ループ全体の業務の適正化および効率化を図っております。
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　当社の取締役または執行役員を主要なグループ各社の取締役として選
任し、グループ各社の経営に関する監督機能および経営管理体制の強化
を図っております。
　当社およびグループ各社の監査役が、互いに情報交換を行う体制を確
保し、当社グループ全体における業務の適正確保と監査の実効性確保を
図っております。
　また、当社グループ全体にわたる内部監査の実施については、「連結
内部監査基本規程」に基づき、監査部が統括しております。

　
(6) 監査役の補助使用人およびその独立性に関する事項
　監査役の職務を補助するために、監査役会の下に、通常の指揮系統か
ら独立した専任事務局を置いております。また、その専任事務局員の任
命、評価、異動等については監査役会と事前協議を行っております。

(7) 取締役および使用人による監査役への報告に関する体制
　当社およびグループ各社の取締役および使用人が、監査役に報告する
体制を確保しております。また、「会議体規程」に定める全社会議等の
重要な会議には、監査役が出席する体制としております。
　さらに、経営・業績に影響を及ぼす重要な事項については、監査役会
が定めた「監査役監査基準」に則り、監査役会がその都度報告を受ける
体制を確保しております。財務情報の開示においては、事前に監査役の
内容確認を受けております。
　監査役への報告においては、報告をしたことを理由として不利益な取
り扱いを受けることがない体制を確保しております。

(8) その他、監査役による監査の実効性を確保するための体制
　「監査役会規則」および「監査役監査基準」に則り、代表取締役との
定期的な会合、監査部および会計監査人からの定期的な説明および報告
の機会を確保しております。
　また、監査役は、必要に応じて外部専門家のアドバイスを求めること
としております。
　監査役の職務の執行に必要な費用については、監査計画に基づいて予
算化し、請求に応じて支払うこととしております。

　
(注) 「パイオニアグループ規程」とは、パイオニアグループ全体の経営に関する基本的

な事項を定めた規程類を総称するものであり、パイオニアグループ企業行動憲章、
パイオニアグループ行動規範、ビジネス・エシックス基本規程、連結内部監査基本
規程、情報セキュリティ管理基本規程、情報開示基本規程、連結決算基本規程、内
部統制システム基本規程、危機管理基本規程、グループ会社権限基本規程などが含
まれております。
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７. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制その他当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要な体制について、当期における運用状況の概要は以下のと
おりです。

　
(1) 取締役の職務執行
　取締役会を９回開催し、経営方針等の最重要事項に関する意思決定
や、代表取締役による業務執行の監督を行いました。また、取締役会が
指名した執行役員で構成される「経営執行会議」を19回開催し、取締役
の業務執行の迅速化・効率化および取締役会の意思決定・監督機能の強
化を図りました。なお、監査役会は14回開催され、取締役の職務執行に
対する監査が行われました。

　
(2) コンプライアンス
　「ビジネス・エシックス委員会」を２回開催し、当社グループの役員
および従業員の法令遵守、ならびに「パイオニアグループ行動規範」の
遵守についてモニタリングおよび周知徹底を図りました。なお、「ビジ
ネス・エシックス・ホットライン」に寄せられた通報には全て適切に対
処いたしました。

　
(3) 内部監査
　当社グループ全体にわたる内部監査を統括する監査部が、主要なグル
ープ会社に設置した内部監査担当部門とともに内部監査を実施し、業務
運営の改善、是正に向けた助言等を行いました。なお、監査部による内
部監査の結果は、社長執行役員、監査部担当執行役員および監査役に報
告されております。

　
(4) 適切な情報開示
　情報開示にあたっては、適宜、弁護士によるレビューを受け、開示内
容の適法性・正確性・妥当性を確保いたしました。なお、東京証券取引
所の定める規則に基づき、「連結決算基本規程」により作成した連結財
務諸表等を含め、計11件を適時開示情報として発表いたしました。
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(5) リスクマネジメント
　「内部統制委員会」を２回開催し、当社グループの事業活動に伴うリ
スクに関する管理体制の充実・強化を図ったほか、コンプライアンスに
関する各種研修や「パイオニアグループ規程」の見直しを実施いたしま
した。また、「ＥＭ委員会」において、海外における安全対策に関する
情報発信や、危機管理に関する教育・啓発活動、危機発生時における対
応策の強化を図りました。

　
(6) 監査役への報告体制
　監査役会と代表取締役との定期的な会合が２回行われました。また、
監査役は取締役および執行役員から職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。さらに、監査役とグループ各社の
監査役との間で情報交換が行われたほか、監査役と会計監査人との会合
が９回行われ、会計監査結果や、年間の会計監査計画、会計監査の実施
状況等について討議が行われました。なお、「ビジネス・エシックス・
ホットライン」に寄せられた通報は、全て監査役に報告されておりま
す。

８．会社の状況に関する重要な事項
　 該当するものはありません。
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連結貸借対照表 (平成28年３月31日現在)

(単位 百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 197,700 流 動 負 債 139,143

現 金 及 び 預 金 51,993 支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

転換社債型新株予約権付社債

退職給付に係る負債

そ の 他

69,821

12,257

2,031

30,907

2,112

22,015

68,383

10,000

15,071

39,108

4,204

受取手形及び売掛金 74,596

商 品 及 び 製 品 21,882

仕 掛 品 12,306

原材料及び貯蔵品 18,649

繰 延 税 金 資 産 4,027

そ の 他 17,555

貸 倒 引 当 金 △3,308

固 定 資 産 100,295

有 形 固 定 資 産 42,694

建 物 及 び 構 築 物 15,459

機械装置及び運搬具 10,301

土 地 11,103

リ ー ス 資 産 1,568 負 債 合 計 207,526

建 設 仮 勘 定 343 (純 資 産 の 部)

そ の 他 3,920 株 主 資 本 170,735

無 形 固 定 資 産 46,960 資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

非 支 配 株 主 持 分

91,732

56,016

34,038

△11,051

△85,060

△286

△88

△56,329

△28,357

4,811

の れ ん 480

ソ フ ト ウ エ ア 23,134

ソフトウエア仮勘定 22,489

そ の 他 857

投資その他の資産 10,641

投 資 有 価 証 券 6,081

繰 延 税 金 資 産 1,159

退職給付に係る資産 915

そ の 他 2,486

貸 倒 引 当 金 △0

繰 延 資 産 17

株 式 交 付 費 17 純 資 産 合 計 90,486

資 産 合 計 298,012 負 債 純 資 産 合 計 298,012
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連結損益計算書（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位 百万円)

科 目 金 額

売 上 高 449,630
売 上 原 価 372,715

売 上 総 利 益 76,915
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 69,611

営 業 利 益 7,304
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 340
為 替 差 益 1,560
そ の 他 389 2,289

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,161
遊 休 資 産 維 持 費 用 278
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 107
そ の 他 797 2,343
経 常 利 益 7,250

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,422
投 資 有 価 証 券 売 却 益 702
事 業 譲 渡 益 351
そ の 他 46 2,521

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 2,029
事 業 構 造 改 善 費 用 1,936
減 損 損 失 131
そ の 他 775 4,871
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,900

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,642
法 人 税 等 調 整 額 519 4,161
当 期 純 利 益 739

非支配株主に帰属する当期純利益 8
親会社株主に帰属する当期純利益 731
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連結株主資本等変動計算書（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位 百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成27年４月１日の残高 91,732 56,016 33,277 △11,051 169,974

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属
する当期純利益

731 731

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 △0 0 0

持分法の適用範囲の変動 30 30

株主資本以外の
項目の連結会計
年度中の変動額
（純額）

連結会計年度中の
変動額の合計

－ △0 761 △0 761

平成28年３月31日の残高 91,732 56,016 34,038 △11,051 170,735

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付
に 係 る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

平成27年４月１日の残高 △105 － △47,369 △20,767 △68,241 5,333 107,066

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属
する当期純利益

731

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 0

持分法の適用範囲の変動 30

株主資本以外の
項目の連結会計
年度中の変動額
（純額）

△181 △88 △8,960 △7,590 △16,819 △522 △17,341

連結会計年度中の
変動額の合計

△181 △88 △8,960 △7,590 △16,819 △522 △16,580

平成28年３月31日の残高 △286 △88 △56,329 △28,357 △85,060 4,811 90,486
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貸 借 対 照 表 (平成28年３月31日現在)

(単位 百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)
流 動 資 産 142,875 流 動 負 債 104,241

現 金 及 び 預 金 22,472 買 掛 金

短 期 借 入 金

関係会社短期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

転換社債型新株予約権付社債

関係会社事業損失引当金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

35,349

1,400

42,476

3,273

19,211

213

200

2,117

93,303

10,000

15,071

60,717

9

5,322

2,183

受 取 手 形 37
売 掛 金 28,372
商 品 及 び 製 品 5,432
仕 掛 品 2,028
原材料及び貯蔵品 6,034
前 渡 金 870
前 払 費 用 1,153
関係会社短期貸付金 66,512
未 収 入 金 8,387
そ の 他 2,511
貸 倒 引 当 金 △937

固 定 資 産 161,587
有 形 固 定 資 産 8,244
建 物 3,450
構 築 物 70
機 械 及 び 装 置 539
車 両 運 搬 具 9
工具、器具及び備品 440
土 地 3,734 負 債 合 計 197,545

無 形 固 定 資 産 38,784 (純 資 産 の 部)
ソ フ ト ウ エ ア 17,586 株 主 資 本 107,407
ソフトウエア仮勘定 20,974 資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

91,731

56,015

26,288

29,727

△29,288

△29,288

△29,288

△11,051

△473

△385

△87

そ の 他 222
投 資 そ の 他 の 資 産 114,558
投 資 有 価 証 券 3,649
関 係 会 社 株 式 99,993
出 資 金 243
関 係 会 社 出 資 金 9,566
長 期 貸 付 金 32
敷 金 保 証 金 606
長 期 前 払 費 用 303
そ の 他 163
貸 倒 引 当 金 △0

繰 延 資 産 16
株 式 交 付 費 16 純 資 産 合 計 106,934

資 産 合 計 304,480 負 債 純 資 産 合 計 304,480

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月23日 13時53分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



― 28 ―

損 益 計 算 書（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位 百万円)

科 目 金 額
売 上 高 248,237
売 上 原 価 227,181

売 上 総 利 益 21,055
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 35,230

営 業 損 失 14,174
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 7,767
為 替 差 益 1,677
そ の 他 349 9,794

営 業 外 費 用
支 払 利 息 939
そ の 他 361 1,300
経 常 損 失 5,681

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,181
投 資 有 価 証 券 売 却 益 632
そ の 他 89 1,903

特 別 損 失
固定資産売却損及び廃棄損 1,588
関係会社事業損失引当金繰入額 4,087
関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,724
減 損 損 失 4,655
そ の 他 1,124 13,179
税 引 前 当 期 純 損 失 16,957

法人税、住民税及び事業税 △453
法 人 税 等 調 整 額 △0 △454
当 期 純 損 失 16,502
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株主資本等変動計算書（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

(単位 百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

その他利益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

平成27年４月１日の残高 91,731 26,288 29,727 △12,785 △11,050 123,911

事業年度中の変動額

当期純損失 △16,502 △16,502

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 △0 0 0

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額の合計 － － △0 △16,502 △0 △16,502

平成28年３月31日の残高 91,731 26,288 29,727 △29,288 △11,051 107,407

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成27年４月１日の残高 △121 － △121 123,789

事業年度中の変動額

当期純損失 △16,502

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 0

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

△264 △87 △351 △351

事業年度中の変動額の合計 △264 △87 △351 △16,854

平成28年３月31日の残高 △385 △87 △473 106,934
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月９日

パイオニア 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久 世 浩 一 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩 下 万 樹 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 田 知 輝 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、パイオニア株式会社の平成27年４月
１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、パイオニア株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月９日

パイオニア 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 久 世 浩 一 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩 下 万 樹 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 田 知 輝 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、パイオニア株式会社の平成27
年４月１日から平成28年３月31日までの第70期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類
及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第70期事

業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書

に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし

ます。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の

方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、

子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、

必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会

社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと

して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備

に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい

る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から

その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応

じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保

するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について

検討いたしました。

２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら

れません。
（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結

果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結

果は相当であると認めます。

　 平成28年５月11日

パイオニア株式会社 監査役会

常 勤 監 査 役 下 田 幹 雄 ㊞

監査役 (社外監査役) 錦 戸 景 一 ㊞

監査役 (社外監査役) 若 松 弘 之 ㊞
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株主総会参考書類

議案およびその参考事項
　

　第１号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由
　当社は、平成28年３月７日をもって本社を神奈川県川崎市から東京
都文京区に移転いたしました。これに伴い、定款第３条に定める本店
所在地を現在の本社所在地に変更するものです。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりです。

　（下線部分は変更箇所）

現 行 定 款 変 更 案

(本店の所在地) (本店の所在地)

第３条 当会社は本店を神奈川県川崎市
に置く。

第３条 当会社は本店を東京都文京区に
置く。
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　第２号議案　取締役７名選任の件
　現任取締役８名全員は、本定時株主総会の終結の時をもって任期満了
となりますので、取締役７名の選任をお願いしたいと存じます。
　なお、取締役候補者の指名に際しましては、社外取締役を委員長と
し、社外取締役が半数以上を占める「指名委員会」に審議を求め、その
審議結果を尊重して決定しております。

　 取締役の候補者は次のとおりです。
　
　取締役候補者

番
号

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

１

こ たに すすむ

小 谷 進
(昭和25年
４月12日生)

32,800株

昭和50年４月 当社入社
平成15年６月 当社執行役員

パイオニア ヨーロッパNV会長 兼 社長
平成18年６月 当社執行役員 国際部長
平成19年６月 当社常務執行役員 ホームエンタテ

インメントビジネスグループ営業
担当 兼 国際部長

平成20年６月 当社常務取締役 ホームエンタテイ
ンメントビジネスグループ本部長

平成20年11月 当社代表取締役社長
平成24年６月 当社代表取締役 兼 社長執行役員

医療･健康事業開発室・ケーブルネ
ットワーク事業部担当

平成26年６月 当社代表取締役 兼 社長執行役員、
現在に至る

２

お の みき お

小 野 幹 夫
(昭和28年
７月26日生)

15,400株

昭和52年４月 当社入社
平成20年12月 当社常務執行役員 経営戦略部長 兼

情報戦略部担当・スピーカー事業担当
平成21年６月 当社常務取締役 経営戦略部長 兼

輸出管理統括・情報戦略部担当
平成22年６月 当社代表取締役常務取締役 経営戦

略部長 兼 ホームＡＶ事業・プロ
ＳＶ事業・情報システム部担当

平成24年６月 当社代表取締役 兼 専務執行役員
経営戦略部長 兼 生産･調達統括部・
デザイン部・新規事業開発部・ホーム
エレクトロニクス事業統括部担当

平成27年４月 当社代表取締役 兼 専務執行役員
新規事業部長 兼 経営改革・事業
競争力強化戦略担当、現在に至る

〈重要な兼職の状況〉
オンキヨー株式会社 社外取締役
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番
号

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

３

かわ しり くに お

川 尻 邦 夫
(昭和32年
12月26日生)

40,800株

昭和55年４月 株式会社三菱銀行（現 株式会社三
菱東京ＵＦＪ銀行）入行

平成21年７月 当社入社 執行役員 経営戦略部部長付
平成22年６月 当社取締役 経営戦略部経営管理部長

兼 財務担当
平成24年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 経営

戦略部経営管理部長 兼 環境・財
務・品質保証部・情報システム部・
インダストリアル･ソリューション
ズ部・パイオニアデジタルデザイ
ンアンドマニュファクチャリング
株式会社担当

平成27年４月 当社取締役 兼 常務執行役員 経理
部・財務部担当、現在に至る

４

かわ むら まさ ひろ

川 村 雅 弘
(昭和29年
４月８日生)

5,700株

昭和56年４月 当社入社
平成14年４月 当社国際部一般地域販売部長
平成16年７月 パイオニア ヨーロッパNV取締役
平成22年５月 パイオニア ヨーロッパNV会長 兼 社長
平成22年６月 当社執行役員

パイオニア ヨーロッパNV会長 兼 社長
平成25年６月 当社常務執行役員 海外営業統括部長
平成27年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 経営

戦略部長 兼 知的財産部担当、現
在に至る
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番
号

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

５

なか の たか しげ

仲 野 隆 茂
(昭和29年
４月25日生)

8,400株

昭和52年10月 当社入社
平成14年６月 当社モーバイルエンタテインメン

トカンパニー国内営業部長
平成19年６月 当社執行役員 モーバイルエンタテ

インメントビジネスグループ国内
営業部長

平成21年10月 当社執行役員
パイオニア販売株式会社代表取締役
社長

平成25年４月 当社執行役員 カーエレクトロニクス
事業統括部次長（営業・企画担当）

平成26年６月 当社常務執行役員 カーエレクトロ
ニクス事業統括部長 兼 カーエレク
トロニクス事業統括部カー事業戦略
部長・パイオニア販売株式会社担当

平成27年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 カー
エレクトロニクス事業担当、現在
に至る

６

たに ぜき まさ ひろ

谷 関 政 廣
(昭和21年
１月７日生)

なし

昭和43年４月 豊田通商株式会社入社
昭和62年８月 同社ロンドン事務所長
平成４年４月 トヨタツウショウU.K. Ltd.取締役

社長
平成９年６月 豊田通商株式会社取締役 車両第１

部長
平成11年６月 同社取締役

トヨタツウショウ ヨーロッパS.A.
取締役社長

平成14年６月 豊田通商株式会社常務取締役 車両
部担当

平成17年６月 同社専務取締役 エネルギー・化学
品本部長

平成19年６月 同社専務取締役退任
株式会社豊通シスコム代表取締役
社長

平成22年６月 株式会社豊通シスコム代表取締役
社長退任
当社取締役、現在に至る
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番
号

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

７

さ とう しゅん いち

佐 藤 俊 一
(昭和16年
２月10日生)

3,000株

昭和39年４月 外務省入省
昭和62年４月 フランス大使館公使
平成３年２月 モントリオール総領事館総領事
平成７年７月 外務省中南米局長
平成９年８月 駐ポーランド特命全権日本国大使
平成12年４月 駐ベルギー特命全権日本国大使
平成15年12月 外務省退官
平成16年６月 当社取締役
平成22年６月 当社取締役退任
平成26年６月 当社取締役、現在に至る
〈重要な兼職の状況〉
株式会社ナカノフドー建設 社外監査役

(注) 1. 候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

2. 谷関政廣氏および佐藤俊一氏は、社外取締役候補者であり、また、東京証券取引所が

定める独立役員の要件を満たしております。両氏の社外取締役候補者としての特記事

項は次のとおりです。

(1) 選任理由等について

①谷関政廣氏は、企業経営者としての豊富な経験と高い見識を有し、また、業務執

行を行う経営陣から独立した立場にあり、客観的な視点から、社外取締役として

の職務を適切に遂行できると判断しております。なお、同氏の社外取締役として

の在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって６年となります。

②佐藤俊一氏は、業務執行者として会社経営に関与したことはありませんが、外交

官としての豊富な経験と高い見識を有し、また、業務執行を行う経営陣から独立

した立場にあり、客観的な視点から、社外取締役としての職務を適切に遂行でき

ると判断しております。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本定時株

主総会の終結の時をもって２年となります。

(2) 独立性について

①両氏は、いずれも、過去５年間において、当社または当社の特定関係事業者（子

会社・関連会社・主要な取引先）の業務執行者および役員となったことはありま

せん。
②両氏は、いずれも、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者および役員と

三親等以内の親族関係はありません。

③両氏は、いずれも、過去２年間において、当社または当社の特定関係事業者か

ら、取締役、執行役、監査役その他これらに類する者としての報酬等を除き、多

額の金銭その他の財産を受けたことはなく、また、これらを受ける予定はありま

せん。

3. 当社は、社外取締役候補者である谷関政廣氏および佐藤俊一氏との間で、会社法第

427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を

締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額として

おり、両氏の選任が承認された場合、両氏との間で、当該契約を締結する予定です。
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　第３号議案　補欠監査役２名選任の件
　前回の定時株主総会において決議された補欠監査役 辻 伸一氏および
花野信子氏の選任の効力は、本定時株主総会の開始の時までとなります
ので、監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、補欠監査役２名の選
任をお願いしたいと存じます。
　本議案は、監査役 下田幹雄氏の補欠監査役として辻 伸一氏の選任
を、また、監査役 下田幹雄氏以外の監査役の補欠監査役として花野信
子氏の選任をお願いするものです。
　なお、この補欠監査役選任が効力を有する期間は、法令により次回の
定時株主総会の開始の時までとなりますが、各補欠監査役選任は、監査
役就任前に限り、監査役会の同意を得た上で、取締役会の決議によって
取り消すことができるものといたします。

　 本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 補欠監査役の候補者は次のとおりです。

　補欠監査役候補者

番
号

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略 歴 お よ び
重要な兼職の状況

１

つじ しん いち

辻 伸 一
(昭和36年

８月25日生)

なし

昭和59年４月 当社入社
平成21年10月 当社人事総務部法務部長
平成27年４月 当社法務･リスク管理部長、現在に

至る

２

はな の のぶ こ

花 野 信 子
(昭和43年

10月６日生)

なし

平成12年10月 弁護士登録
光和総合法律事務所勤務

平成16年10月 光和総合法律事務所パートナー、
現在に至る

〈重要な兼職の状況〉
光和総合法律事務所 パートナー

(注) 1. 候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

2. 花野信子氏は、社外監査役の要件を満たしており、また、東京証券取引所が定める独

立役員の要件を満たしております。同氏の社外監査役候補者としての特記事項は次の

とおりです。

(1) 選任理由について

　同氏は、業務執行者として会社経営に関与したことはありませんが、法律の専

門家としての豊富な経験と高い見識を有し、また、業務執行を行う経営陣から独

立した立場にあり、客観的な視点から、社外監査役としての職務を適切に遂行で

きると判断しております。

(2) 独立性について

①同氏は、過去５年間において、当社または当社の特定関係事業者（子会社・関連

会社・主要な取引先）の業務執行者および役員となったことはありません。
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②同氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者および役員と三親等以内

の親族関係はありません。

③同氏は、過去２年間において、当社または当社の特定関係事業者から、多額の金

銭その他の財産を受けたことはなく、また、これらを受ける予定はありません。

3. 当社は、補欠監査役候補者である花野信子氏の選任が承認され、同氏が社外監査役に

就任した場合、同氏との間で、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１

項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定です。なお、当該契約に基づく

賠償責任の限度額は、法令が規定する額といたします。
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インターネット等による議決権行使のお手続きについて

　インターネット等により議決権を行使される場合は、次の事項をご確認
の上、行使していただきますようお願い申しあげます。

(1) インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまた
は携帯電話で下記の議決権行使サイトにアクセスし、同封の議決権行使
書用紙に記載された「ログインＩＤ」と「仮パスワード」をご利用いた
だき、画面の案内に従って、平成28年６月27日（月曜日）午後５時まで
に議案に対する賛否をご入力下さい。
　なお、同サイトのご利用に際しては、セキュリティ強化のため「仮パ
スワード」変更のお手続きが必要となりますのでご了承下さい。

【議決権行使サイト】
　 http://www.evote.jp/

　 (ご注意）
・毎日午前２時から午前５時までは、保守・点検のため、お取扱いを
休止させていただきます。

・パソコンやスマートフォン、携帯電話のインターネットのご利用環
境やご加入のサービス、ご使用の機種によっては、同サイトをご利
用いただけない場合がございます。詳細につきましては、下記のヘ
ルプデスクにお問い合わせ下さい。

(2) インターネットをご利用になる際の接続料金や通信料金等は、株主様
のご負担となります。

(3) ご希望の株主様には、次回の株主総会より、「株主総会招集ご通知」
を電子メールで送信させていただきますので、パソコンまたはスマート
フォンにより同サイトでお手続き下さい。（携帯電話ではお手続きでき
ません。）

システム等に関するお問い合わせ先
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

電話 0120-173-027 (受付時間 午前９時～午後９時、通話料無料)

《機関投資家の皆様へ》
　当社株主総会では、議決権行使の方法として、株式会社ＩＣＪが運営す
る「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただけ
ます。

以 上

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月23日 13時53分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



メ モ

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月23日 13時53分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月23日 13時53分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



至新宿
JR山手線

東急目黒線
至武蔵小杉

至品川

東急・地下鉄
目黒駅

JR
目黒駅

三井
住友
銀行

東口

西口

首都高速2号線

鉄
下
地

 

目黒ランプ

至白金高輪

坂
助
之
権

行
人
坂大圓寺

目黒雅叙園 
2階　舞扇 

目黒雅叙園
建物入口

入口 

出口 

アルコタワー 

交番 

目　黒　川 

り
通
黒
目

目黒駅から徒歩で約10分

かかります。 

行人坂は急な坂道ですので 

足元にご注意下さい。 

車でお越しの場合 

徒歩でお越しの場合 

森林認証用紙と植物油インキを使用しております。

第 70 回 定 時 株 主 総 会 会 場

ご 案 内 図

目 黒 雅 叙 園 ２階 舞扇

東京都目黒区下目黒１丁目８番１号

電 話(03)3491-4111 (代 表)

　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月23日 13時53分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）


